Ⅱ．日銀ネットの構成等

１．利用業務

日銀ネットを利用して行うことができる事務（以下「利用業務」といいます。）は、次のとおりとします。

それぞれの事務について日銀ネットを利用する場合には、原則として、その事務毎に日本銀行の承認を得ることが必要です。

（１）当座勘定取引

イ.当座勘定取引
（イ）日本銀行の当座勘定取引先による日銀ネットを利用した当座勘定取引およびこれに関する照会。

（ロ）日本銀行の当座勘定取引先による自己の当座勘定の払戻を日銀当座勘定取引店、市中流通拠点、保管店または直送場所において受ける場合の日銀ネットを利用した当座勘定の払戻の請求およびこれに関する照会。

ロ．準備預金関係事務
準備預金制度の適用先による日銀ネットを利用した準備預金の所要準備額の日本銀行への報告およびこれに関する照会。

（２）当座勘定（同時決済口）取引関係事務
イ．当座勘定（同時決済口）を利用する営業所等（以下「当座勘定（同時決済口）利用先」といいます。）による日銀ネットを利用した振替依頼（同時決済口）、自己勘定間振替、待機順序変更、待機中の振替依頼（同時決済口）の取消およびこれらに関する照会。

ロ．一般社団法人全国銀行資金決済ネットワーク（以下「全銀ネット」といいます。）による日銀ネットを利用した振替依頼・内国為替（同時決済口）。

ハ．当座勘定（同時決済口）利用先のうち、日本銀行との間で内国為替（同時決済口）取引に関する特約を結んだ営業所等による日銀ネットを利用した待機中の振替依頼・内国為替（同時決済口）の待機順序変更および取消ならびにこれらに関する照会。

（３）現金受払関係事務（戸田分館）
戸田分館における現金の受払にかかる事務についての日銀ネットの利用先（以下「戸田分館利用先」といいます。）による日銀ネットを利用した当座勘定入金事項通知（戸田分館）、当座勘定払戻請求（戸田分館）およびこれらに関する照会。

（４）外国為替円決済制度関係事務

加盟銀行による日銀ネットを利用した通常口支払指図伝送依頼、同時決済口支払指図伝送依頼等およびこれらに関する照会。

（５）国債売買関係事務
イ．国債売買および国庫短期証券売買の売買対象先または決済代行先による日銀ネットを利用した売買の内容の確認、売買に関する照会ならびに一時的な決済先の変更の依頼。
ロ．国債条件付売買の売買対象先または決済代行先による日銀ネットを利用した買入、売却または期日決済の内容の確認、売買代金の計算（ただし、決済代行者はこの事務を行うことはできません。）、買入国債の差替の請求および当該内容の確認、売買に関する照会ならびに一時的な決済先の変更の依頼。
ハ．日銀国債売現先（国債補完供給）および日銀国債売現先（米ドルオペ用担保国債供給）の売却対象先もしくは決済代行先による日銀ネットを利用した売却または期日決済の内容の確認、売却に関する照会および一時的な決済先の変更の依頼。
ニ．日銀国債売現先（国債補完供給）の売却対象先による日銀ネットを利用した再売却の申込または減額措置に関する願出。
ホ．国債整理基金が行う国債の買入の買入対象先または決済代行先による日銀ネットを利用した買入の内容の確認、決済先の変更の依頼および一時的な決済先の変更。
（６）振替社債等資金同時受渡関係事務

株式会社証券保管振替機構による日銀ネットを利用した入金依頼ならびに日本銀行の当座勘定取引先による日銀ネットを利用した通常口払込依頼、同時決済口払込依頼、払込依頼等の不実行等およびこれらに関する照会。
（７）金融調節等入札連絡事務

金融調節等取引の入札の対象先による日銀ネットを利用した入札要項通知の受信および確認、応募額等の通知ならびに募入決定通知の受信および確認。

（８）金利スワップ担保国債管理関係事務

国債整理基金が行う金利スワップ取引（「特別会計に関する法律」（平成１９年法律第２３号）（以下（８）において、「法律」といいます。）第４９条第２項に規定するスワップ取引をいいます。）または財政融資資金が行う金利スワップ取引（法律第６５条第２項に規定する金利スワップ取引をいいます。）にかかる日銀ネットを利用した担保国債管理関係事務についての利用先のうち、帳票出力先による「 NOTIFICATION OF THE DELIVERY AMOUNT 」等の受信および確認または担保受払先による担保国債の受払。

（９）相対型電子貸付関係事務
相対型電子貸付取引先による日銀ネットを利用した相対型電子貸付取引における相対型電子借入申込および返済の申出ならびにこれらに関する照会。

（１０）入札型電子貸付（共通担保資金供給オペレーション）関係事務
日本銀行が行う共通担保資金供給オペレーションにおける貸付対象先による日銀ネットを利用した共通担保資金供給オペレーションにおける借入内容の確認、貸付の実行の依頼ならびに返済の申出およびこれらに関する照会（本利用細則において「入札型電子貸付関係事務」といいます。）。
（１０）の２ 貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給関係事務

日本銀行が貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給における対象先による日銀ネットを利用した貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給（米ドル資金供給に関する特則分を除きます。）における借入内容の確認、貸付の実行の依頼ならびに返済の申出およびこれらに関する照会（特に断りのない限りは、本利用細則において、（１０）と同様「入札型電子貸付関係事務」といいます。）。

（１０）の３ 貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給関係事務

日本銀行が貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給における対象先による日銀ネットを利用した貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給における借入内容の確認、貸付の実行の依頼ならびに返済の申出およびこれらに関する照会（特に断りのない限りは、本利用細則において、（１０）と同様「入札型電子貸付関係事務」といいます。）。
（１０）の４ 被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション関係事務
日本銀行が行う被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーションにおける対象先による日銀ネットを利用した被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーションにおける借入内容の確認、貸付の実行の依頼ならびに返済の申出およびこれらに関する照会（特に断りのない限りは、本利用細則において、（１０）と同様「入札型電子貸付関係事務」といいます。）。
（１０）の５ 気候変動対応を支援するための資金供給オペレーション関係事務
日本銀行が行う気候変動対応を支援するための資金供給オペレーションにおける対象先による日銀ネットを利用した気候変動対応を支援するための資金供給オペレーションにおける借入内容の確認、貸付の実行の依頼ならびに返済の申出およびこれらに関する照会（特に断りのない限りは、本利用細則において、（１０）と同様「入札型電子貸付関係事務」といいます。）。
（１１）担保関係事務

担保差入先、国債決済代行先、担保差入代行先または株式会社証券保管振替機構による日銀ネットを利用した担保受払または担保差入およびこれらに関する照会。
（１２）国債関係事務
イ．国債発行関係事務
（イ）国債の入札参加者による日銀ネットを利用した入札への応募等およびこれらに関する照会。
（ロ）参加者募集取扱機関等または参加者取扱機関等による日銀ネットを利用した募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額の報告およびこれらに関する照会。
（ハ）払込者による日銀ネットを利用した払込金額の払込等およびこれらに関する照会。

ロ．国債振替決済関係事務
国債振替決済制度の参加者による日銀ネットを利用した国債振替決済に関する各種の申請等およびこれらに関する照会。

（１３）国債資金同時受渡関係事務

国債資金同時受渡関係事務についての約定金融機関等または資金受入・払込先による日銀ネットを利用した国債資金同時受渡依頼および決済指示（同時担保受払を含みます。）ならびにこれらに関する照会。

（１４）国債資金同時受渡（香港）関係事務
国債資金同時受渡（香港）関係事務についての約定金融機関等による日銀ネットを利用した国債資金同時受渡（香港）依頼および決済指示（国債）（香港）等ならびにこれらに関する照会。
（１５）共通事務
上記（１）から（１４）の利用業務を行ううえで必要となる、①オペレータの登録などのセキュリティ関係事務、②端末装置管理等システム運営事務等の各利用業務に共通する事務。

２．構成主体

（１）日銀ネットの利用先

イ．利用先
利用先（注１）は、日銀ネットの利用の単位であり（注２）、利用金融機関等は利用先を通じて日銀ネットを利用します（注３）（注４）。

（注１）利用先は、金融機関等店舗コード（７桁）のほか、ＢＩＣコードにより区別されます。
金融機関等店舗コード（７桁）のうち、上４桁は、金融機関等を区別するための金融機関等コード、下３桁は、店舗を区別するための店舗コードを表します。
ＢＩＣコードは、予め利用先が日本銀行に届け出たうえ、日本銀行がセンターに登録することにより、日銀ネットにおいて利用可能となります。同コードは、一の金融機関等コードまたは金融機関等店舗コード（金融機関等コードおよび金融機関等店舗コードを合わせて、以下「日銀コード」といいます。）毎に５種類までセンターに登録することができます。
なお、日銀ネットにおいて８桁の英数字および「ＸＸＸ」の組合せによる１１桁のＢＩＣコードを利用可能とする場合には、８桁の英数字によるＢＩＣコードとは別に、センターに登録する必要があります。また、日銀ネットにおいて８桁の英数字によるＢＩＣコードを利用可能とする場合には、当該８桁の英数字および「ＸＸＸ」の組合せによる１１桁のＢＩＣコードとは別に、センターに登録する必要があります。
（注２）システム上、端末認証装置および権限者カードは、利用先毎に管理されます。例えば、権限者カードは、同一の利用先すなわち同一の店舗に属する端末認証装置との組合せであれば、いずれの端末装置でも使用できますが、同一の金融機関等に属していても異なる店舗に属する端末認証装置との組合せでは、これを使用することはできません。

（注３）利用先は、障害その他の事由により端末認証装置（障害時用）を利用する場合を除き、当該利用先の日銀ネット主管店の業務区域外から日銀ネットを利用することはできません。ただし、後掲（２）中の表３に定めるところにより、予め日本銀行の承認を得た場合には、日銀ネット主管店の業務区域内での日銀ネットの利用の有無にかかわらず、業務区域外（日本国内に所在する拠点に限ります。以下同じです。）から通常時より日銀ネットを利用することができます。
（注４）利用先は、後掲（２）中の表３に定めるところにより、予め日本銀行の承認を得た場合を除き、当該利用先の属する利用金融機関等とは別の法人に日銀ネットを利用させることはできません。
ロ．利用業務と利用先
利用業務と利用先との関係は（表１）のようになります。
（表１）利用業務と利用先の関係

	利 用 業 務
	利　　　　用　　　　先

	当座勘定取引
	　利用業務そのものが店舗毎に行われるため、右の各欄に掲げる当該業務について日銀ネットを利用する店舗が利用先となります（注１）。
　他の利用先から当該業務についての入力等を行うことはできません(注２)。

	　日本銀行本支店との間で当座勘定取引を行う店舗が利用先となります。

ただし、日本銀行より当座貸越を受けることができるのは、日本銀行が当座貸越取引先として承認した店舗に限られます。

	当座勘定(同時決済口)取引関係事務
	
	　日本銀行に当座勘定（同時決済口）利用先として届出た店舗が利用先となります。当座勘定（同時決済口）利用先は、一の利用金融機関等につき１店舗に限られます。

ただし、待機中の振替依頼・内国為替（同時決済口）の待機順序変更および取消ならびに内国為替（同時決済口）取引に関する照会の入力を行うことのできる店舗は、日本銀行が内国為替（同時決済口）取引に関して日銀ネットを利用する営業所等の承認の申請および内国為替（同時決済口）取引の取扱いに関する特約の申込を受けてこれを承認した店舗（以下「内国為替（同時決済口）決済母店」といいます。）に限られます。

	国債売買関係事務
	
	　日本銀行が国債売買関係事務および国債資金同時受渡関係事務について日銀ネットの利用を承認した店舗が利用先となります。

　ただし、国債売買関係事務のうち、売買代金の計算、売買内容の確認、買入国債の差替の請求および内容の確認ならびに再売却の申込および減額措置に関する願出については、売買対象先（売却対象先および買入対象先を含みます。以下同じです。）の店舗のみ取扱うことができます。

	振替社債等資金同時受渡関係事務
	
	　日本銀行が資金受入・払込先として承認した店舗が利用先となります。

	金融調節等入札連絡事務
	
	　金融調節等取引の相手先となる店舗が利用先となります。

	金利スワップ担保国債管理関係事務
	
	　スワップ取引先が財務省に帳票出力先または担保受払先として財務省に届出て、これをもとに同省が日本銀行に対して指定し、日本銀行が承認した店舗が利用先となります。

　金利スワップ担保国債管理関係事務にかかる担保国債の受払を行う場合には、担保受払先である利用先に限られます。

　財務省からのＥＸ一方通知電文による各種オンライン通知は、帳票出力先である利用先にのみ送信されます。

	相対型電子貸付関係事務
	
	　日本銀行が相対型電子貸付取引先として承認した店舗が利用先となります。

	入札型電子貸付関係事務
	
	　日本銀行が借入人として承認した店舗が利用先となります。

	貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給関係事務
	
	　日本銀行が貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給の借入人として承認した店舗が利用先となります。

	貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給関係事務
	
	日本銀行が貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給の借入人として承認した店舗が利用先となります。

	被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション関係事務
	
	日本銀行が被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーションの借入人として承認した店舗が利用先となります。

	気候変動対応を支援するための資金供給オペレーション関係事務
	
	日本銀行が気候変動対応を支援するための資金供給オペレーションの借入人として承認した店舗が利用先となります。

	担保関係事務
	
	日本銀行にオンライン担保差入先もしくは国債決済代行先として届出た店舗または担保差入代行先が利用先となります。

	現金受払関係事務（戸田分館）
	
	　日本銀行に戸田分館利用先として届出た店舗が利用先となります。

	外国為替円決済制度関係事務
	　日銀ネットの利用は、利用金融機関等毎（法人単位）で行います。
　利用金融機関等は、利用店舗を指定し、当該店舗がそれぞれ利用先となります。
	日本銀行が外為円決済母店として承認した店舗が利用先となります。

	国債発行関係事務

	　日銀ネットの利用は、利用金融機関等毎（法人単位）で行います。
　利用金融機関等は、利用店舗を指定し（複数でも可）、当該店舗がそれぞれ利用先となります。
　利用店舗に関しては、利用業務により右の各欄に掲げる制約があります。
	　国債の入札への応募または募集取扱発行もしくは個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額の報告等の事務については、その入出力を扱う店舗（オンライン入札参加者店舗またはオンライン取扱機関店舗）は１店舗に限られます。
　同様に、新規記録事項等の通知に関する事務および当該事務に関する照会については、その入出力を扱う店舗（オンライン払込者店舗）は１店舗に限られます。
　また、「払込ＯＫサイン」については、その入力を扱う店舗（払込金当座勘定引落先）は１店舗に限られます。

　ただし、払込金当座勘定引落先が「払込ＯＫサイン」により同時担保差入を行う場合には、振決参加者かつ担保差入金融機関等の店舗に限られます。

「代行払込ＯＫサイン」については、その入力を扱う店舗（代行払込先のうち新規記録事項等の通知において選択された先）は１店舗に限られます。また、代行払込先として指定できる店舗は３店舗までに限られます。

	国債振替決済関係事務
	
	国債振替決済に関する各種申請等にかかる事務および当該事務に関する照会については、その入出力を扱う店舗（オンライン振決参加者店舗）は５店舗までに限られます。

　また、日本銀行からのＥＸ一方通知電文による各種のオンライン通知は、予め指定したオンライン振決参加者店舗のうちの１店舗（振決出力指定店舗）に送信されます。

	国債資金同時受渡関係事務
	
	　国債資金同時受渡依頼および決済指示（同時担保受払を含みます。）にかかる事務ならびに当該事務に関する照会については、その入出力を扱う店舗は、国債資金同時受渡関係事務についての約定金融機関等に属するオンライン振決参加者店舗または資金受入・払込先に限られます。また、資金受入・払込先は１０店舗までに限られます。

　ただし、同時担保受払を行う場合には、担保差入金融機関等の店舗に限られます。

　日本銀行から当該約定金融機関等へのＥＸ一方通知電文によるオンライン通知は、振決出力指定店舗にのみ送信されます。

	国債資金同時受渡（香港）関係事務
	
	国債資金同時受渡（香港）依頼および決済指示（国債）（香港）等にかかる事務ならびに当該事務に関する照会については、その入出力を扱う店舗は、国債資金同時受渡（香港）関係事務についての約定金融機関等に属するオンライン振決参加者店舗に限られます。

日本銀行から当該約定金融機関等へのＥＸ一方通知電文によるオンライン通知は、振決出力指定店舗にのみ送信されます。


［ＥＸ一方通知電文：Ⅲ．２．（１）イ．参照］
［照会データファイル取得機能：Ⅲ．５．参照］
（注１）当座勘定(同時決済口)取引関係事務については全銀ネットが日銀ネットを利用する場合を除きます。また、振替社債等資金同時受渡関係事務および担保関係事務については株式会社証券保管振替機構が日銀ネットを利用する場合を除きます。

（注２）当座勘定取引のうち、当座勘定の払戻の請求については、同一金融機関等に属する他の利用先から入力等を行うことができます。
（２）日本銀行

イ．日本銀行本支店
日本銀行本支店は、（表２）に定めるところに従い、次の事務を管轄します。
①共通運営事務
日銀ネットの利用に関し利用先からの問合せや（表３）に掲げる届出を受付ける等、基本規則および利用細則で定めている各利用業務に共通する事務を行います。

共通運営事務を担当する日本銀行本支店は、日銀ネット主管店とします。

なお、日銀ネット主管店は、利用先が業務区域外で端末認証装置を使用する場合であっても、当該利用先の端末認証装置に関する事務を主管します。

②各利用業務に関する運営事務
各利用業務に関し、必要に応じ利用先に対し連絡や指示を行うほか、入力延長を許可する等各利用業務に関する規則および利用細則で定めている事務を行います。

各利用業務に関する運営事務を担当する日本銀行本支店は、利用業務毎に定められています。

ロ．センター

センターは、利用先や日本銀行本支店に設置された端末装置等から送信された電文を受信し、中央演算処理装置により処理して、処理結果等を電文により利用先に送信するほか、センター運営事務（注）を行います。センター運営事務については、主としてメインセンターが行います。ただし、エラーメッセージに関する問合せのうち、セキュリティ関係事務に関するエラーについては、情報セキュリティ課が担当します。

（注）①中央演算処理装置、通信回線、通信関連装置等システムを構成する機器の稼動状況の管理等の事務、②利用先からのシステムに関する問合せの受付け、③エラーメッセージに関する問合せの受付けおよび④一斉送信電文の送信またはお知らせ欄への掲載により利用先に対し各種指示を行う等の事務を指します。
［エラーメッセージ：Ⅲ．３．（５）参照］

［一斉送信電文：Ⅲ．２．（１）イ．参照］

（表２）日銀ネットに関する日本銀行本支店の管轄事務一覧
	 eq \o\ad(管轄事務,　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(日本銀行本支店,　　　　　　　　　)
	日本銀行本支店の担当部署

	共通運営事務
	日銀ネット主管店
 特に指示する場合を除き各利用先の所在地域を所管する日本銀行本支店
	本店……業務局（総務課総合
企画グループまたは統括課事務統括グループ）
支店……業務課

	各　　利　　用　　業　　務　　に　　関　　す　　る　　運　　営　　事　　務
	当座勘定取引に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	日銀当座勘定取引店
	本店……業務局（統括課業務運行統括グループ）
支店……業務課

	
	準備預金関係事務に関する連絡、指示等
	別途日本銀行本支店より連絡店を定めます。

	
	当座勘定（同時決済口）取引関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	下記以外のもの
	利用先と当座勘定(同時決済口)取引のある日本銀行本支店
	本店……業務局（統括課業務運行統括グループ）
支店……業務課

	
	
	内国為替（同時決済口）取引に関するもの
	業務局
 ただし、日本銀行支店の所管する地域に所在する利用先については、当該支店経由となることがあります。また、加盟銀行に対する入力延長の許可等は全銀ネットを通じて行います。
	業務局

（統括課業務運行統括グループ）

（支店経由の場合）
業務課

	
	現金受払関係事務（戸田分館）に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	発券局
	発券局

（戸田発券課出納グループ）

	
	外国為替円決済制度関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	業務局
 ただし、日本銀行支店の所管する地域に所在する利用先については、当該支店経由となることがあります。また、加盟銀行に対する入力延長の許可等は外国為替円決済制度規則等の定めるところにより一般社団法人全国銀行協会を通じて行います。
	業務局

（統括課業務運行統括グループ）

（支店経由の場合）
業務課

	
	国債売買関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	売買代金の計算、買入国債の差替および純与信額の計算に関するもの（これらの事務に関する入力延長の許可を含む）
	業務局
	業務局

（営業業務課営業業務グループ）

	
	
	決済代行先の承認に関するもの
	金融市場局

	金融市場局
（市場調節課オペレーション企画
グループ）

	
	
	日銀国債売現先（国債補完供給）における再売却または減額措置に関するもの
（これらの事務に関する入力延長の許可を含む）
	金融市場局
	金融市場局
（市場調節課調節業務グループ）


	 eq \o\ad(管轄事務,　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(日本銀行本支店,　　　　　　　　　)
	日本銀行本支店の担当部署

	各　　利　　用　　業　　務　　に　　関　　す　　る　　運　　営　　事　　務
	振替社債等資金同時受渡関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	下記以外のもの
	日銀当座勘定取引店


	本店……業務局（統括課業務運行統括グループ）
支店……業務課

	
	
	入金依頼に関するもの
	業務局
	業務局

（統括課業務運行統括グループ）

	
	金融調節等入札連絡事務に関する連絡、指示等
	金融市場局
	金融市場局
（市場調節課調節業務グループ）

	
	金利スワップ担保国債管理関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	業務局
 ただし、担保受払先による入力延長の依頼は、財務省を通じて行います。

	業務局

（統括課業務運行統括グループ）

	
	相対型電子貸付関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	下記以外のもの
	相対型電子貸付店
	本店…金融機構局（金融第１課、金融第２課または金融第３課）
支店…営業課または総務課

	
	
	返済に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	
	本店……業務局（統括課業務運行統括グループ）
支店……業務課

	
	入札型電子貸付関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	入札型電子貸付店
	本店……業務局（営業業務課営業業務グループ）
支店……業務課

	
	貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給貸付店
	

	
	貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給貸付店
	

	
	被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション貸付店
	

	
	気候変動対応を支援するための資金供給オペレーション関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	気候変動対応を支援するための資金供給オペレーション貸付店
	


	 eq \o\ad(管轄事務,　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(日本銀行本支店,　　　　　　　　　)
	日本銀行本支店の担当部署

	各　利　用　業　務　に　関　す　る　運　営　事　務
	担保関係事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	担保差入先の入力等に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	担保取引店 
	本店……業務局（統括課業務運行統括グループ）
支店……業務課

	
	
	国債決済代行先の入力等に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	国債決済代行先の担保取引店
	

	
	
	担保差入代行先の入力等に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	担保差入代行先の担保取引店
	

	
	国債発行関係事務に関する連絡、指示等
	国債の入札への応募等に関するもの
	国債入札申込店
	本店……業務局（国債業務課国債業務グループ）
支店……業務課

	
	
	募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額の報告に関するもの
	募集取扱発行事務取扱店
または個人向け国債取扱店
	

	
	
	新規記録事項等の通知に関する連絡、指示等
	日銀ネット主管店
	

	
	
	払込金額の払込に関する連絡、指示等

	日銀当座勘定取引店
	

	
	国債振替決済関係事務に関する連絡、指示、入力延長等
	業務局
 ただし、日本銀行支店の所管する地域に所在する利用先については、当該支店経由となることがあります。
	業務局

（統括課業務運行統括グループ）
（支店経由の場合）
業務課

	
	国債資金同時受渡関係事務に関する連絡、指示等
	国債資金同時受渡依頼の入力等の事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	業務局
 ただし、日本銀行支店の所管する地域に所在する利用先については、当該支店経由となることがあります。
	業務局

（統括課業務運行統括グループ）
（支店経由の場合）
業務課

	
	
	決済指示の入力等の事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等
	業務局または日銀当座勘定取引店利用先と当座勘定取引のある日本銀行本支店
	業務局
（統括課業務運行統括グループ）
または支店業務課

	
	
	国債売買関係事務に関する国債資金同時受渡関係事務における国債資金同時受渡依頼、決済指示（国債）および決済指示（資金）の入力等の事務に関する連絡、指示、入力延長の許可等

	業務局
	業務局
（営業業務課営業業務グループ）

	
	
	国債売買関係事務の期日決済における一時的な決済先の変更の依頼
	
	

	 eq \o\ad(管轄事務,　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(日本銀行本支店,　　　　　　　　　)
	日本銀行本支店の担当部署

	各　利　用　業　務　に　関　す　る　運　営　事　務
	国債資金同時受渡（香港）関係事務に関する連絡、指示、入力延長等
	業務局

ただし、日本銀行支店の所管する地域に所在する利用先については、当該支店経由となることがあります。
	業務局

（統括課業務運行統括グループ）

（支店経由の場合）

業務課

	センター運営事務
	センター
（システム情報局）
	システム情報局
（メインセンター）
電話　０４２－３５１－１１２７
（直通）
（バックアップセンター）
電話　０６－６２０８－５８００
（直通）

	
	セキュリティ関係事務に関する警告メッセージが表示された場合の問合せ
	センター
（システム情報局）
	システム情報局
（情報セキュリティ課）
電話　０４２－３５１－１１８１
（直通）


（表３）日銀ネットの共通運営事務に関する日銀ネット主管店等（注）への届出等一覧
	項　　　目
	内　　　容　　　等
	備　　　　　考

	金融機関等名称、店舗名称等の変更に関する届出
	次の事項に変更が生じる場合
①金融機関等名称
②金融機関等店舗名称、住所
③日銀ネット利用手数料等に関する納付事
　務統轄店舗または代行納付金融機関
④電子交換所への加盟その他日銀ネットの利用に
　影響を与える事項
	

	事務連絡部署に関する届出
	次の事項を届出る場合（これらの事項の変更を届出る場合を含みます。）

①担当部署

②連絡先
	「事務連絡部署届」（第１号書式）を使用。

	アクセス回線の変更等に関する申出
	アクセス回線の接続速度、本数等の変更を希望する場合
	「アクセス回線の変更等に関する願書」（第２号書式）を使用。

	端末認証装置（障害時用）の設置等に関する申出
	次の事項を希望する場合

①端末認証装置（障害時用）の設置

②端末認証装置（障害時用）の設置場所の変更
	「端末認証装置（障害時用）設置希望書」（第３号書式。①の場合）、「端末認証装置（障害時用）設置場所変更申請書」（第４号書式。②の場合）を使用。提出先は業務局。

	日銀ネット主管店の業務区域外における日銀ネットの利用に関する申出
	次の事項を希望する場合

①日銀ネット主管店の業務区域内に加えた業務区域外における日銀ネットの利用
②日銀ネット主管店の業務区域外のみにおける日銀ネットの利用（業務区域内における日銀ネットの利用取止めにより、業務区域外のみにおいて日銀ネットを利用する場合を含みます。）
③日銀ネット主管店の業務区域外における日銀ネットの利用の取止め（一部の利用業務の取止めを含みます。）
	日本銀行が別途定める書式を使用（利用を希望する場合または利用を取止める場合には、まず業務局に連絡してください。）。提出先は業務局。

	補助者に日銀ネットを利用した事務を委託することに関する申出
	次の事項を希望する場合

①当該利用先の属する金融機関等とは別の法人を補助者とした、日銀ネットを利用した事務の委託

②当該利用先の属する金融機関等とは別の法人を補助者とした、日銀ネットを利用した事務の委託の取止め
	日本銀行が別途定める書式を使用（補助者に委託することを希望する場合または委託を取止めることを希望する場合には、まず業務局に連絡してください。）。提出先は業務局。

	端末装置と利用先社内ネットワークの接続に関する申出
	端末装置と利用先社内ネットワークの接続を希望する場合
	「日銀ネット端末装置と利用先社内ネットワークとの接続に関する願書」（第５号書式）を使用。

	端末装置と利用先社内ネットワークの接続の取止めに関する届出
	端末装置と利用先社内ネットワークの接続を取止める場合
	「日銀ネット端末装置と利用先社内ネットワークとの接続の取止めに関する届出書」（第６号書式）を使用。

	ＢＩＣコードに関する届出
	自店舗または自店舗が属する金融機関等のＢＩＣコードをセンターに登録し、日銀ネットにおいて当該コード利用することを希望する場合
	「日本銀行金融ネットワークシステムに登録する金融機関等のＢＩＣコードに関する届出書」（第７号書式）または「日本銀行金融ネットワークシステムに登録する金融機関等店舗のＢＩＣコードに関する届出書」（第８号書式）を使用。

	ファイルアップロード・ダウンロード機能の利用に関する届出
	ファイルアップロード・ダウンロード機能の利用を希望する場合　
	「ファイルアップロード・ダウンロード機能の利用届出書」（第９号書式）を使用。

	ファイルアップロード・ダウンロード機能に関するシステム開発関連資料の開示に関する届出
	ファイルアップロード・ダウンロード機能により日銀ネットを利用するためのシステム等の開発を委託する先に対して、ファイルアップロード・ダウンロード機能に関するシステム開発関連資料の開示を希望する場合
	「ファイルアップロード・ダウンロード機能に関するシステム開発関連資料の委託先への開示に関する願書」（第１０号書式）を使用。提出先はシステム情報局。

	ファイルアップロード・ダウンロード機能の利用の取止めに関する届出
	ファイルアップロード・ダウンロード機能の利用を取止める場合
	「ファイルアップロード・ダウンロード機能の利用取止めに関する届出書」（第１２号書式）を使用。

	コンピュータ接続の利用に関する申出
	次の事項を希望する場合

①コンピュータ接続の利用開始

②利用対象業務の変更
③コンピュータ接続先が使用するコンピュータ、通信関連装置およびアクセス回線等に関する事項（コンピュータ、アクセス回線または通信関連装置の共同利用に関する事項等）

④コンピュータセンターに関する事項（コンピュータセンターの変更、追加または廃止、コンピュータセンターにおける運用の委託等）
	「コンピュータ接続利用開始に関する申出書」（第１号書式例）、「コンピュータ接続利用変更等に関する申出書」（第２号書式例）または「コンピュータ接続コンピュータセンターの共同利用等に関する申出書」（第３号書式例）を使用。

	
	次の事項を希望する場合（これらの事項の変更を希望する場合を含みます。）

①コンピュータ接続の利用ＥＸ一方通知電文の変更
②コンピュータ接続先が日本銀行におけるコンピュータ接続先の識別のために定めた番号
③①および②のほか、日本銀行が日銀ネットの運営上管理する必要があると認める事項
	適宜の書面を使用。

	コンピュータ接続に関するシステム開発関連資料の開示に関する届出
	コンピュータ接続により日銀ネットを利用する場合に必要となるシステム開発関連資料の開示を希望する場合
	「コンピュータ接続に関するシステム開発関連資料の開示に関する届出書」（第１３号書式）を使用。提出先はシステム情報局。

	
	コンピュータ接続により日銀ネットを利用するためのシステム等の開発を委託する先に対して、コンピュータ接続に関するシステム開発関連資料の開示を希望する場合
	「コンピュータ接続に関するシステム開発関連資料の委託先への開示に関する願書」（第１４号書式）を使用。提出先はシステム情報局。

	コンピュータ接続の利用の取止めに関する申出
	コンピュータ接続の利用を取止める場合
	「コンピュータ接続による日本銀行金融ネットワークシステムの利用取止めに関する願書（第１５号書式）を使用。

	セキュリティ関係事務の依頼
	次の事項について依頼する場合
①端末認証装置の発行、抹消

②権限者登録カードの発行、抹消
③権限者カード（権限者未登録）の交付

④テスト用端末認証装置、テスト用権限者カードの再発行
	「Ⅳ．利用先におけるセキュリティ関係事務」を参照。

	障害その他の事由による他の金融機関等に属する通信回線等の使用に関する申出
	次の事項を希望する場合

1 障害その他の事由により他の金融機関等に属する通信回線、通信関連装置および端末装置（以下「通信回線等」といいます。）を使用

②障害その他の事由により他の金融機関等に属する通信回線等を使用することの取止め
	日本銀行が別途定める書式を使用（障害その他の事由により他の金融機関等に属する通信回線等を使用することを希望する場合または使用を取止めることを希望する場合には、まず業務局に連絡してください。）。提出先は業務局。


（注）特に断りのない限り、日銀ネット主管店に提出する。
３．システムの構成

（１）端末装置および端末認証装置
利用先は、日本銀行がその仕様を定める端末装置および端末認証装置を日銀ネットにおける電文の送受信に使用します（端末装置の詳細については、「第２編　日本銀行金融ネットワークシステム端末装置の取扱い」を参照してください。）。

利用先は、予め日本銀行から使用を認められた端末認証装置を装填した端末装置を用いて日銀ネットを利用します（注１）（注２）。

利用先は、複数の端末装置で共用するネットワークプリンタ（注３）と、端末装置に直接接続するローカルプリンタおよびファイアウォール機器（注４）の利用が可能です。また、ＨＵＢ（集線装置のことをいいます。以下同じです。）を利用することにより、端末装置、ネットワークプリンタまたはファイアウォール機器の接続数を増やすことが可能です。

１アクセス回線あたりに接続可能な端末装置およびネットワークプリンタの上限は、ＨＵＢを利用しない場合はＣＥルータの接続口数により制限されますが、ＨＵＢを利用する場合は最大２９台まで接続することができます。
（注１）システム上、端末認証装置は利用先毎に管理しており、同一の金融機関等に属する場合であっても、ある利用先のオペレータおよび送信権限者が他の利用先に属する端末認証装置を用いて日銀ネットを利用することはできません。
（注２）端末認証装置は、利用先に設置する端末装置の台数にかかわらず、必要数を申請することができます（すなわち、利用先に設置する端末装置の台数よりも多い数の端末認証装置を申請することも可能です。）。複数の端末装置を保有している場合には、１つの端末認証装置を用いて複数の端末装置からセンターに接続することはできません。
（注３）ネットワークプリンタを利用する場合には、予め日本銀行から交付されたＩＰアドレスの中から任意のＩＰアドレスを設定する必要があります。
（注４）ファイアウォール機器は端末装置と利用先社内ネットワークを接続する場合に使用します（当該接続については５．を参照してください。）。
構成例（端末装置が１台の場合）
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拡張構成例①（端末装置が２台の場合）











拡張構成例②（アクセス回線が２本の場合）











（２）入出力グループ

イ．入出力グループの概要
入出力グループは、利用先における電文の入力および送受信を制御する単位として設定するものです。利用先は、自らの業務処理態勢等に応じて、端末操作により任意の数の入出力グループを作成することができます。
入出力グループの主な機能は以下のとおりです。
・電文の入力、送信に関する制御（検証データの登録・検証、送信電文の送信等の制御）

・受信電文の受信に関する制御

・入力者（送信権限者およびオペレータを指します。以下同じです。）および端末認証装置のアクセス制御
［入出力グループの登録等：Ⅳ．７．参照］
利用先は、作成した入出力グループに入力者および端末認証装置を登録し所属させ、入力者は、自身が所属する入出力グループに登録された電文の入力および送信に関する制御の範囲内で、端末装置とセンターとの間の電文の送受信等を行います。
入出力グループは、入力者および端末認証装置の登録状況ならびに入力者によるその利用状況を基に、以下のとおり分類されます。
（イ）ユーザー所属グループ
利用先は、一人の入力者を複数の入出力グループに登録し、所属させることができます。ある入力者が所属するすべての入出力グループを、当該入力者のユーザー所属グループといいます。

（ロ）指定中グループ
入力者は、自らのユーザー所属グループのうちの１つの入出力グループを指定して端末操作を行います。ある入力者が端末操作時に指定している入出力グループを、当該入力者の指定中グループといいます。入力者は、指定中グループに登録された電文の入力および送信に関する制御等の範囲内で端末操作を行います（注１）。

入力者は、所定の端末操作手順により、自らのユーザー所属グループの範囲内で指定中グループを変更することが可能です（同変更は「検証ファイルＩＤ等変更」（業務処理区分コード005301）により行います。）。初回のサインオン時には、ユーザー所属グループのうち、入出力グループ番号の最も小さい入出力グループ（注２）が指定中グループとして設定され、２回目以降のサインオン時には、その直前の端末操作時の指定中グループが当該入力者の指定中グループとして設定されます。

（注１）ユーザー所属グループのいずれかに登録されている電文の入力および送信に関する制御等の範囲内の端末操作であっても、指定中グループに登録されていないものについては行うことができません。こうした端末操作を行う場合には、指定中グループの変更が必要となります。

（注２）入出力グループ番号は、入出力グループの作成時に自動的に付番されます。
（ハ）端末認証装置所属グループ
利用先は、１つの端末認証装置を複数の入出力グループに登録し、所属させることができます。ある端末認証装置が所属するすべての入出力グループを、当該端末認証装置の端末認証装置所属グループといいます。
端末装置では、端末認証を行った端末認証装置の端末認証装置所属グループおよび共用グループ（ロ．（ロ）参照）において受信した電文について、新着電文の案内（ブザー音が鳴ります。）（注）および未出力電文件数の表示を行います。また、いずれの入出力グループにも登録していない端末認証装置で端末認証を行った端末装置は、共用グループにおいて受信した電文のみについて、新着電文の案内および未出力電文件数の表示を行います。
なお、送受信可能な電文の範囲は、入力者の指定中グループにより定まるものであり、端末認証装置所属グループにより定まるものではありません。
（注）受信電文のうち、ＥＸ電文および自動再送によるＲＥＳ電文は、電文の着信時に短いブザー音が鳴ります。新着電文に特定の電文、ＥＸ電文のエラー電文が含まれる場合には、電文の着信時にブザー音が連続で鳴ります（連続するブザー音を停止するためには、入力者が端末装置においてブザー停止ボタンを押す必要があります。）。
［コア機能処理結果の出力：Ⅲ．４．(２）参照］
ロ．固定設定の入出力グループ
次の２種類の入出力グループは、利用先ごとに１つずつ固定で設定されます。
（イ）セキュリティグループ
セキュリティグループは、セキュリティ関係事務専用の入出力グループです。セキュリティグループに所属する入力者は、セキュリティグループおよび共用グループ（（ロ）参照）以外の入出力グループの作成、作成した入出力グループへの権限範囲や出力帳票の設定等のセキュリティ関係事務を行うことができます。なお、セキュリティグループに登録された権限範囲や出力帳票の変更ならびに同グループの抹消を行うことはできません。
（ロ）共用グループ
共用グループは、すべての入力者が利用可能な入出力グループです。共用グループでは、ＥＸ一方通知電文のうち、いずれの入出力グループにも受信設定がされていない電文および一斉送信電文を受信します。共用グループで受信した電文は、指定中グループの指定状態にかかわらず、すべての入力者が確認可能です。共用グループに権限範囲、出力帳票、入力者および端末認証装置を登録することはできません。
［電文の種類：Ⅲ．２．（１）参照］
ハ．入出力グループの設定
利用先は、入出力グループに権限範囲、ＥＸ一方通知電文（Ⅲ．２．（１）イ．参照）、入力者および端末認証装置を登録することにより、入出力グループ単位で電文の入力、送信に関する制御、受信電文の受信に関する制御ならびに入力者および端末認証装置のアクセス制御を行います。

（イ）権限範囲
権限範囲は、業務処理大区分コード（２桁）、または、業務処理中区分コード（４桁）単位で登録します。

入出力グループに権限範囲を登録することにより、当該入出力グループに所属する入力者は、当該権限範囲に応じた業務処理を行うことが可能です。
１つの入出力グループに、複数の権限範囲を登録することができるほか、同一の権限範囲を複数の入出力グループに登録することもできます。

（ロ）出力帳票
入出力グループにＥＸ一方通知電文を登録することにより、それぞれのＥＸ一方通知電文を任意の入出力グループで受信することが可能です。受信するＥＸ一方通知電文は、業務処理中区分コード（帳票コードの上４桁）、または、帳票コード単位で登録できます（注）。

１つの入出力グループには複数のＥＸ一方通知電文を登録することができる一方、同一のＥＸ一方通知電文を複数の入出力グループに登録することはできません。

複数の入出力グループに業務処理中区分コード単位の設定と帳票コード単位での設定範囲が重なっていた場合は、帳票コード単位での設定が優先されます。
（注）どの入出力グループにも登録されていないＥＸ一方通知電文および一斉送信電文は、共用グループで受信します。なお、ＲＥＳ電文およびＥＸ応答電文は、送信元の入出力グループで受信します。

［コア機能処理結果の出力：Ⅲ．４．（２）参照］
［入出力グループの登録等：Ⅳ．７．参照］
［端末操作手順：第３編参照］
（入出力グループの概念図）
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《概念図の説明》

上記概念図に示された入出力グループに関する設定例において、入出力グループ、端末認証装置および入力者で行うことができる処理は次のとおりです。

①入出力グループ

　入出力グループ001では、業務処理区分の上４桁が0212、0311、0341、4111または4112で始まる業務処理区分の入力および送信が可能です。また、ＥＸ一方通知電文については、帳票コードが4111-00200の電文を受信します。

　入出力グループ002では、業務処理区分の上４桁が0212、0311または0341で始まる業務処理区分と上２桁が72で始まる業務処理区分の電文の入力および送信が可能です。また、ＥＸ一方通知電文については、帳票コードの上４桁が7211で始まる電文を受信します。

　共用グループでは、一斉送信電文のほか、入出力グループ001または002で登録されていないＥＸ一方通知電文（帳票コードの上４桁が7211で始まる電文および上４桁が4111で始まる電文のうち、帳票コードが4111-00200であるものを除く電文）を受信します。

②端末認証装置

　端末認証装置50001が装填された端末装置では、入出力グループ001および共用グループで電文を受信したときに新着電文の案内および未出力電文件数を表示します。

　端末認証装置50002が装填された端末装置では、入出力グループ001、002および共用グループで電文を受信したときに新着電文の案内および未出力電文件数を表示します。

端末認証装置50003が装填された端末装置では、当該端末認証装置はどの入出力グループにも属していないことから、共用グループで電文を受信したときのみ新着電文の案内および未出力電文件数を表示します。
なお、いずれの端末認証装置が装填された端末装置でも、入力者の指定中グループに設定された範囲で電文の送受信を行うことが可能です。
③入力者
　送信権限者A004は、指定中グループの001に設定された業務処理区分の入力、送信、ＥＸ一方通知電文の確認等が行えるほか、指定中グループを入出力グループ002に切替えることで、同入出力グループに設定された処理が可能です。

　オペレータ0005は、所属する入出力グループが001のみのため、設定できる指定中グループは001のみで、当該入出力グループに設定された処理のみ行えます。
なお、共用グループで受信した電文は、指定中グループの指定状態にかかわらず、すべての入力者が確認可能です。
［日銀ネットの電文：Ⅲ．２．参照］
（入出力グループの設定単位等）
	受信電文の表示単位
	入出力グループ単位

	検証ファイル
	入出力グループ単位

	ＥＸ一方通知電文出力先の設定
	入出力グループに対して設定

	ＥＸ一方通知電文出力先の設定者
	利用先

	ＥＸ一方通知電文の受信先の設定単位
	電文毎に設定が可能なほか、帳票コード上４桁単位で纏めた設定も可能

	新着電文の通知
	端末認証装置所属グループ単位

	権限範囲の設定
	入出力グループに対して権限範囲を登録し、当該入出力グループに入力者を登録することで設定

	権限範囲の設定者
	利用先


（３）コンピュータ接続

利用先は、「コンピュータ接続による日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」に従い、センターと利用先コンピュータセンターを接続することにより、端末装置を使用せずセンターと利用先のコンピュータとの間で直接電文の送受信を行うことができます。
コンピュータ接続の構成の詳細については、後述の「コンピュータ接続に関するシステム開発関連資料の開示に関する届出書」を日本銀行に届出た後に交付される「日本銀行金融ネットワークシステムコンピュータ接続仕様書」を参照してください。
コンピュータ接続において使用する利用先のコンピュータセンター（以下「サイト」といいます。）は、次の２種に区分します。

イ．メインサイト

通常時において使用する利用先のサイト。

ロ．バックアップサイト

障害等によりメインサイトを使用できない場合において使用する利用先のサイト。

（４）通信回線、通信関連装置
イ．接続形態別の通信回線および通信関連装置
（イ）端末装置にかかる通信回線および通信関連装置
端末装置とセンターを接続する通信回線には、日銀ネットＶＰＮ網およびアクセス回線（注１）（注２）（注３）を使用します。
アクセス回線の速度は、利用先の希望により１Ｍｂｐｓ、５Ｍｂｐｓまたは１０Ｍｂｐｓのいずれかとします。

アクセス回線毎に回線終端装置（注４）やＣＥルータ（注４）（注５）といった通信関連装置を使用します。また、アクセス回線と端末装置間の接続には、必要に応じてＨＵＢ（注６）も使用します。

（注１）利用先のアクセス回線は、日本銀行が指定する電気通信事業者と利用金融機関等が使用契約を締結し、同事業者が日本銀行の定めた手続きに従って利用先に敷設、廃止および速度変更します。通信回線において送受信される電文の内容は、すべて暗号化されています。

（注２）利用先は、アクセス回線を敷設、廃止および速度変更する場合には、事前調整や現地調査などを日本銀行が指定する電気通信事業者との間で予め行ったうえ、日本銀行へ回線変更の申請を行ってください。利用先は、日本銀行から回線変更の承認の連絡を受領した後、アクセス回線の開通工事を行うことができます。

（注３）日本銀行が指定する電気通信事業者が知り得た利用先のアクセス回線に関する情報は、当該電気通信事業者から日本銀行へ開示されます。
（注４）日銀ネットＶＰＮ網を利用する場合に必要な装置であり、日本銀行が指定する電気通信事業者と利用金融機関等が使用契約を締結し、当該電気通信事業者が利用先に設置します。
（注５）通信関連装置は、原則として常時通電としてください。設備点検等によりやむを得ず電源を切る場合には、コアタイムの終了を待って、必要に応じて当日処理終了を行った後に通電を終了し、業務を再開する営業日の午前９時までに通電を再開する必要があります。また、電源を切る場合には、予め日本銀行が指定する電気通信事業者に連絡してください。
（注６）ＣＥルータの接続可能台数を超えて端末装置およびネットワークプリンタを接続する場合に必要な装置で、利用先が必要に応じて設置します。

（ロ）コンピュータ接続にかかる通信回線および通信関連装置
コンピュータ接続先とセンターを接続する通信回線には、日銀ネットＶＰＮ網およびアクセス回線（注１）（注２）を使用します。
アクセス回線速度は、利用先の希望により１Ｍｂｐｓ、５Ｍｂｐｓまたは１０Ｍｂｐｓのいずれかとします。

アクセス回線毎に回線終端装置（注３）、ＣＥルータ（注３）（注４）、ＶＰＮ装置（注５）およびレイヤ２スイッチ（以下「Ｌ２ＳＷ」といいます。）といった通信関連装置を使用します。

（注１）利用先のアクセス回線は、日本銀行が指定する電気通信事業者と利用金融機関等が使用契約を締結し、同事業者が日本銀行の定めた手続きに従って利用先に敷設します。通信回線において送受信される電文の内容は、すべて暗号化されています。コンピュータ接続にかかるアクセス回線は、端末接続と共用することができます。コンピュータ接続回線の端末接続との共用を希望する場合には、「アクセス回線の変更等に関する願書」（第２号書式）により日本銀行に申込み、その承認を得てください。
（注２）利用先は、アクセス回線を敷設する場合には、事前調整や現地調査などを日本銀行が指定する電気通信事業者との間で予め行ったうえ、日本銀行へ回線変更の申請を行ってください。利用先は、日本銀行から回線変更の承認の連絡を受領した後、アクセス回線の開通工事を行うことができます。

日本銀行が指定する電気通信事業者が知り得た利用先のアクセス回線に関する情報は、当該電気通信事業者から日本銀行へ開示されます。
（注３）日銀ネットＶＰＮ網を利用する場合に必要な装置であり、日本銀行が指定する電気通信事業者と利用金融機関等が使用契約を締結し、当該電気通信事業者が利用先に設置します。

（注４）通信関連装置は、原則として常時通電としてください。設備点検等によりやむを得ず電源を切る場合には、予めセンターおよび日本銀行が指定する電気通信事業者に連絡してください。

（注５）ＩＰｓｅｃ（IP security protocol）による暗号化通信等を実現する装置です。

ロ．アクセス回線等の二重化

（イ）端末装置にかかるアクセス回線等の二重化
利用先は、端末装置に接続するアクセス回線等の障害に備え、アクセス回線を複数利用してセンターと接続することができます。複数のアクセス回線を利用する場合には、アクセス回線数に応じて回線終端装置およびＣＥルータも複数設置する必要があります。

（ロ）コンピュータ接続にかかるアクセス回線等の二重化
メインサイトは、コンピュータ接続にかかるアクセス回線（注）等を二重化する必要があります。この場合、通信関連装置の回線終端装置、ＣＥルータ、ＶＰＮ装置およびＬ２ＳＷを二重化してください。
（注）コンピュータ接続のアクセス回線のうち、メインサイトと日銀ネットＶＰＮ網を結ぶ主系および副系のアクセス回線（開発用のアクセス回線を除く。）を通常回線といいます。

構成例










４．端末認証装置（障害時用）を利用したバックアップ構成
利用先は、障害その他の事由により、予め定めた、障害時等に当該利用先として業務を継続する営業所等（以下「バックアップ拠点」といいます。）に設置した端末装置、端末認証装置（障害時用）、通信回線（通信関連装置を含みます。以下同じです。）および権限者カードの使用を希望する場合には、バックアップ拠点において当該利用先として日銀ネットの利用を継続することができます。このとき、２．（２）中の表３に定めるところにより、予め日本銀行の承認を得た場合には、他の金融機関等に属する通信回線等を使用することができます。なお、障害時等にバックアップ拠点において端末認証装置（障害時用）を使用する場合、または他の金融機関等に属する通信回線等を使用する場合には、予めセンターに対し、連絡する必要があります（注1）（注2）。
（注１）通常時において、センターとの接続確認やセキュリティ関係事務を行うために、端末認証装置（障害時用）を使用する場合、または他の金融機関等に属する通信回線等を使用する場合には、センターへの連絡は不要です。

（注２）他の金融機関等に属する通信回線等を使用する場合には、利用場所に関する情報を含めてセンターに連絡してください。
バックアップ拠点の概念は、次のとおりです。





’



’
（１）端末認証装置（障害時用）の設置等に関する申出
利用先は、障害その他の事由に備え、自店舗ステータスの端末認証装置（障害時用）をバックアップ拠点で保管し、障害時等に使用することを希望する場合には、予め「端末認証装置（障害時用）設置希望書」（第３号書式）を日本銀行に提出し、その承認を得ておくことが必要です。

また、端末認証装置（障害時用）の設置場所の変更を希望する場合には、予め「端末認証装置（障害時用）設置場所変更申請書」（第４号書式）を日本銀行に提出し、その承認を得ておくことが必要です。

なお、権限者カード（障害時用）は、日本銀行から端末認証装置（障害時用）の設置を認められた利用先に限り、発行することが可能です。
（２）具体的なバックアップ構成例

イ．非利用先である営業所等での業務継続

バックアップ拠点（利用先Ａ支店と同一の金融機関等に属するＢ支店（非利用先）をいいます。以下イ．において同じです。）の利用を日本銀行に申請し、その利用を認められた利用先Ａ支店は、障害その他の事由によりバックアップ拠点で使用する目的で、同拠点へのアクセス回線の敷設ならびに同拠点に設置する利用先Ａ支店ステータスの端末認証装置（障害時用）の発行を依頼できます。また、日本銀行から端末認証装置（障害時用）の設置を認められた利用先に限り、権限者カード（障害時用）を発行することが可能です。

利用先Ａ支店が障害時等にバックアップ拠点の使用を希望する場合には、予めセンターに連絡のうえ、バックアップ拠点に設置した端末装置に、バックアップ拠点で保管している利用先Ａ支店ステータスの端末認証装置（障害時用）を装填することにより、利用先Ａ支店として日銀ネットの利用を継続することができます。この場合、通常時に利用先Ａ支店が利用している入出力グループに接続されるため、未送信電文の確認等を行ったうえ、障害等発生以前に行っていた端末操作を継続することが可能です。

［端末認証装置（障害時用）の発行・管理：Ⅳ．２．参照］

［送信権限者、オペレータの登録等：Ⅳ．４．および６．参照］

［障害時の対応：Ⅵ．参照］

構成例














ロ．他の利用先（同一金融機関等）での業務継続

バックアップ拠点（利用先Ａ支店と異なる業務区域に存在し且つ同一の金融機関等に属する利用先Ｃ支店をいいます。以下ロ．において同じです。）の利用を日本銀行に申請し、その利用を認められた利用先Ａ支店は、障害その他の事由によりバックアップ拠点で使用する目的で、同拠点に設置する利用先Ａ支店ステータスの端末認証装置（障害時用）の発行を依頼できます。また、日本銀行から端末認証装置（障害時用）の設置を認められた利用先に限り、権限者カード（障害時用）を発行することが可能です。

利用先Ａ支店が障害時等にバックアップ拠点の使用を希望する場合には、予めセンターに連絡のうえ、バックアップ拠点に設置した端末装置に、バックアップ拠点で保管している利用先Ａ支店ステータスの端末認証装置（障害時用）を装填することにより、利用先Ａ支店として日銀ネットの利用を継続することができます。この場合、通常時に利用先Ａ支店が利用している入出力グループに接続されるため、未送信電文の確認等を行ったうえ、障害等発生以前に行っていた端末操作を継続することが可能です。

［端末認証装置（障害時用）の発行・管理：Ⅳ．２．参照］

［送信権限者、オペレータの登録等：Ⅳ．４．および６．参照］

［障害時の対応：Ⅵ．参照］

構成例
















バックアップ拠点に端末装置を２台以上設置している場合には、そのうちの１台を利用先Ａ支店として日銀ネットの利用を継続するために使用し、他の端末装置を通常どおり利用先Ｃ支店として日銀ネットを利用するために使用することで、両利用先の事務を並行的に行うことが可能です。これに対し、バックアップ拠点に端末装置を１台しか設置していない場合には、利用先Ａ支店として日銀ネットの利用を継続している間は、利用先Ｃ支店として事務を行うことはできません。

構成例















ハ．他の利用先（他の金融機関等）での業務継続

（イ）アクセス回線を敷設する場合

バックアップ拠点（利用先Ａ支店と異なる金融機関等に属する利用先Ｄ支店をいいます。以下ハ．において同じです。）の利用を日本銀行に申請し、その利用を認められた利用先Ａ支店は、障害その他の事由によりバックアップ拠点で使用する目的で、同拠点へのアクセス回線の敷設ならびに同拠点に設置する利用先Ａ支店ステータスの端末認証装置（障害時用）の発行を依頼できます。また、日本銀行から端末認証装置（障害時用）の設置を認められた利用先は、権限者カード（障害時用）を発行することが可能です。

利用先Ａ支店が障害時等にバックアップ拠点の使用を希望する場合には、予めセンターに連絡のうえ、バックアップ拠点に設置した端末装置に、利用先Ａ支店ステータスの端末認証装置（障害時用）を装填することにより、利用先Ａ支店として日銀ネットの利用を継続することができます。この場合、通常時に利用先Ａ支店が利用している入出力グループに接続されるため、未送信電文の確認等を行ったうえ、障害等発生以前に行っていた端末操作を継続することが可能です。

［端末認証装置（障害時用）の発行・管理：Ⅳ．２．参照］

［送信権限者、オペレータの登録等：Ⅳ．４．および６．参照］

［障害時の対応：Ⅵ．参照］

構成例

















（ロ）アクセス回線を敷設しない場合

予め日本銀行の承認を得た場合には、バックアップ拠点にアクセス回線を敷設することなく、他の金融機関等である利用先Ｄ支店の端末装置に、利用先Ａ支店の端末認証装置（障害時用）を装填することにより、利用先Ａ支店として日銀ネットの利用を継続することができます。

バックアップ拠点に端末装置を２台以上設置している場合には、そのうちの１台を利用先Ａ支店として日銀ネットの利用を継続するために使用し、他の端末装置を通常どおり利用先Ｄ支店として日銀ネットを利用するために使用することで、両利用先の事務を並行的に行うことが可能です。これに対し、バックアップ拠点に端末装置を１台しか設置していない場合には、並行して事務を行うことはできません。

［他の金融機関等に属する通信回線等の使用：Ⅱ．２．参照］

［端末認証装置（障害時用）の発行・管理：Ⅳ．２．参照］

［送信権限者、オペレータの登録等：Ⅳ．４．および６．参照］

［障害時の対応：Ⅵ．参照］
構成例
＜バックアップ拠点に端末装置を２台以上設置している場合＞















＜バックアップ拠点に端末装置を１台しか設置していない場合＞















５．端末装置と利用先社内ネットワークの接続

利用先は、端末装置（国内に設置している端末装置に限ります。以下５．において同じです。）と利用先社内ネットワークとを接続することにより、ファイルアップロード・ダウンロード機能または照会データファイル取得機能等を利用する場合において、ＵＳＢメモリ等の記憶媒体を使用せず、ネットワーク経由で端末装置と利用先システムとの間のファイル授受を行うことができます（注１）。
利用先は、端末装置と利用先社内ネットワークとの接続を希望する場合には、「日銀ネット端末装置と利用先社内ネットワークとの接続に関する願書」（第５号書式）により日本銀行に申込み、その承認を得てください。端末装置と利用先社内ネットワークとを接続する利用先は、本利用細則および「日銀ネット端末装置と利用先社内ネットワークの接続要件」等に従うほか、日本銀行が必要に応じて行う指示に従う必要があります（注２）。
利用先は、端末装置と利用先社内ネットワークの接続の利用を取止める場合には、「日銀ネット端末装置と利用先社内ネットワークとの接続の取止めに関する届出書」（第６号書式）により日本銀行に届出てください。この場合、日本銀行より開示した資料を併せて返却してください。

（注１）ファイルアップロード機能によりアップロードするファイルについて、利用先社内ネットワークを経由して端末装置に格納した場合には、その都度、ウイルス対策ソフトを用いて当該ファイルのウイルスチェックを行う必要があります。

（注２）第１編Ⅱ．４．（２）ハ．に基づき他の利用先（他の金融機関等）での業務継続で使用する端末装置がある場合には、利用先社内ネットワーク側で同端末装置との通信ができない設定を行ってください。また、同端末装置との接続を含め日銀ネットの利用において他の金融機関等に属する社内ネットワークとの接続は行わないでください。
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0








7








…





J








U








…





電文


E�
0000006�
�
E�
0000007�
�






電文


R�
0000002�
�
R�
0000003�
�
E�
0000003�
�
E�
0000005�
�






電文


R�
0000004�
�
R�
0000005�
�






電文


R�
0000001�
�
E�
0000001�
�
E�
0000002�
�
E�
0000004�
�






入出力グループ002


・権限範囲：0212,0311,0341


72AA


・出力帳票：7211


・入力者：A004,0006


・端末認証装置：50002





共用グループ





セキュリティグループ


・権限範囲：03AA


・出力帳票：


・入力者：A001,A002,0003





入出力グループ001


・権限範囲：0212,0311,0341


4111,4112


・出力帳票：4111-00200


・入力者：A004,0005 


・端末認証装置：50001,50002





・・・





50003 





50002 





0006





A002





0003





A001





50001





0005





A004





（凡例）


：ユーザー所属グループの関係


：指定中グループの関係


：端末認証装置所属グループの関係


�　：入力者（送信権限者・オペレータ）


       


       ：端末認証装置





日本銀行ＣＣＳ





メインサイトのアクセス回線は二重化





バックアップサイトのアクセス回線は一重化としてもよい





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台


VPN装置１台


L2SW１台





通信関連装置


回線終端装置２台


CEルータ２台


L2SW２台


VPN装置２台


L2SW２台








利用先ＣＣＳ





メインサイト





利用先ＣＣＳ





バックアップサイト





Ｘ銀行





日銀ネットにおける利用先Ａ支店の範囲








利用先Ａ支店





利用先Ｃ支店





Ｂ支店（非利用先）





通常時に業務を行う店舗





Ａ支店から見た


バックアップ拠点


（後述（２）ロ．の場合）


・


Ａ支店障害時等に


Ａ支店として


業務を継続





Ｃ





Ａ’








Ａ支店から見た


バックアップ拠点


（後述（２）イ．の場合）


・


Ａ支店障害時等に


Ａ支店として


業務を継続





通常時に業務を行う店舗





Ａ





Ａ’








:Ｘ銀行Ａ支店ステータスの端末認証装置（端末認証装置（障害時用）を除きます。）


：Ｘ銀行Ａ支店ステータスの端末認証装置（障害時用）


：Ｘ銀行Ｃ支店ステータスの端末認証装置（端末認証装置（障害時用）を除きます。）


：Ｙ銀行Ｄ支店ステータスの端末認証装置（端末認証装置（障害時用）を除きます。）





Ａ





Ａ’








Ｃ





Ｄ





Ｙ銀行・利用先Ｄ支店





Ａ支店から見た


バックアップ拠点


（後述（２）ハ．の場合）


・


Ａ支店障害時等に


Ａ支店として


業務を継続





通常時に業務を行う店舗





Ｄ





Ａ’








Ａ支店の任意の数の入出力グループ











・・・





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





アクセス回線は店舗毎に各１本





無停電


電源装置





無停電


電源装置





Ａ





Ａ’








障害時等にバックアップ拠点の端末装置を使用





端末装置１台、ローカルプリンタ１台





通常時に使用





端末装置１台、ローカルプリンタ１台





利用先Ａ支店





バックアップ拠点（Ｂ支店・非利用先）





Ａ支店の任意の数の入出力グループ


Ｃ支店の任意の数の入出力グループ











・・・











・・・





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





アクセス回線は店舗毎に各１本





無停電


電源装置





無停電


電源装置





Ｃ





Ａ’








Ａ





通常時に使用





端末装置１台、ローカルプリンタ１台





Ｃ支店として


端末装置を使用


無


電源装置


置


末装置を使用





障害時等にＡ支店


として端末装置を使用





端末装置２台、ローカルプリンタ１台





利用先Ａ支店





バックアップ拠点（利用先Ｃ支店）





Ａ支店の任意の数の入出力グループ


Ｃ支店の任意の数の入出力グループ














・・・











・・・





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





アクセス回線は店舗毎に各１本





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





無停電


電源装置





無停電


電源装置





Ｃ





Ａ





Ａ’








通常時にＣ支店として端末装置を使用


障害時等にＡ支店として端末装置を使用








通常時に使用





バックアップ拠点（利用先Ｃ支店）





端末装置１台、ローカルプリンタ１台





端末装置１台、ローカルプリンタ１台





利用先Ａ支店





Ａ支店の任意の数の入出力グループ


Ｄ支店の任意の数の入出力グループ











・・・











・・・





通信関連装置


回線終端装置２台


CEルータ２台





アクセス回線


利用先Ａ支店：１本


利用先Ｄ支店：２本





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





無停電


電源装置





無停電


電源装置





無停電


電源装置





Ａ’








Ｄ





Ａ





端末装置１台、ローカルプリンタ１台





通常時に使用





Ｄ支店として


端末装置を使用


無


電源装置


置


末装置を使用





障害時等にＡ支店


として端末装置を使用





端末装置２台、ローカルプリンタ２台





バックアップ拠点（利用先Ｙ銀行Ｄ支店）





利用先Ｘ銀行Ａ支店





Ａ支店の任意の数の入出力グループ


Ｄ支店の任意の数の入出力グループ











・・・











・・・





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





アクセス回線は店舗毎に各１本





無停電


電源装置





無停電


電源装置





Ｄ





Ａ’








Ａ





端末装置１台、ローカルプリンタ１台





通常時に使用





Ｄ支店として


端末装置を使用


無


電源装置


置


末装置を使用





障害時等にＡ支店


として端末装置を使用





端末装置２台、ローカルプリンタ１台





バックアップ拠点（利用先Ｙ銀行Ｄ支店）





利用先Ｘ銀行Ａ支店





Ａ支店の任意の数の入出力グループ


Ｄ支店の任意の数の入出力グループ














・・・











・・・





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





アクセス回線は店舗毎に各１本





通信関連装置


回線終端装置１台


CEルータ１台





Ｄ





無停電


電源装置





無停電


電源装置





Ａ’








Ａ





通常時に使用





通常時にＤ支店として端末装置を使用


障害時等にＡ支店として端末装置を使用








端末装置１台、ローカルプリンタ１台





端末装置１台、ローカルプリンタ１台





利用先Ｘ銀行Ａ支店





バックアップ拠点（利用先Ｙ銀行Ｄ支店）
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